
第54期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

新株予約権等の状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

株主資本等変動計算書

個別注記表

（自2021年４月１日 至2022年３月31日）

株式会社 ハピネット

上記事項につきましては、法令及び定款第16条の定めに基づき、当社のウェブサイト
（https://www.happinet.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆さまに提供しております。
なお、上記事項は、会計監査人及び監査役が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した事
業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。
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新株予約権等の状況
①当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

2013年度
株式報酬型
新株予約権

2014年度
株式報酬型
新株予約権

2015年度
株式報酬型
新株予約権

発行決議日 2013年11月12日 2014年11月12日 2015年11月11日
新株予約権の数 660個 240個 370個
新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式 66,000株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式 24,000株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式 37,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
新株予約権１個当たり67,300円
（１株当たり673円）

（注１）

新株予約権１個当たり146,400円
（１株当たり1,464円）

（注１）

新株予約権１個当たり107,200円
（１株当たり1,072円）

（注１）

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の額

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

権利行使期間 2013年12月12日～
2043年12月11日

2014年12月11日～
2044年12月10日

2015年12月11日～
2045年12月10日

行使条件 （注２）

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 462個
目的となる株式数 46,200株
保有者数 ３名（注３）

新株予約権の数 168個
目的となる株式数 16,800株
保有者数 ３名

新株予約権の数 284個
目的となる株式数 28,400株
保有者数 ３名

監査役
新株予約権の数 198個
目的となる株式数 19,800株
保有者数 １名（注４）

新株予約権の数 72個
目的となる株式数 7,200株
保有者数 １名（注４）

新株予約権の数 86個
目的となる株式数 8,600株
保有者数 １名（注４）
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2016年度
株式報酬型
新株予約権

2017年度
株式報酬型
新株予約権

2018年度
株式報酬型
新株予約権

発行決議日 2016年11月10日 2017年11月10日 2018年11月９日
新株予約権の数 417個 217個 253個
新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式 41,700株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式 21,700株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式 25,300株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
新株予約権１個当たり115,000円
（１株当たり1,150円）

（注１）

新株予約権１個当たり176,800円
（１株当たり1,768円）

（注１）

新株予約権１個当たり132,400円
（１株当たり1,324円）

（注１）

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の額

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

権利行使期間 2016年12月13日～
2046年12月12日

2017年12月13日～
2047年12月12日

2018年12月13日～
2048年12月12日

行使条件 （注２）

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 417個
目的となる株式数 41,700株
保有者数 ３名

新株予約権の数 217個
目的となる株式数 21,700株
保有者数 ３名

新株予約権の数 253個
目的となる株式数 25,300株
保有者数 ３名

監査役 － － －
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2019年度
株式報酬型
新株予約権

2020年度
株式報酬型
新株予約権

2021年度
株式報酬型
新株予約権

発行決議日 2019年11月12日 2020年11月12日 2021年11月11日
新株予約権の数 279個 386個 67個
新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式 27,900株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式 38,600株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式 6,700株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
新株予約権１個当たり117,200円
（１株当たり1,172円）

（注１）

新株予約権１個当たり117,700円
（１株当たり1,177円）

（注１）

新株予約権１個当たり115,500円
（１株当たり1,155円）

（注１）

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の額

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり１円）

権利行使期間 2019年12月12日～
2049年12月11日

2020年12月11日～
2050年12月10日

2021年12月13日～
2051年12月12日

行使条件 （注２） （注２） （注２）

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 279個
目的となる株式数 27,900株
保有者数 ３名

新株予約権の数 386個
目的となる株式数 38,600株
保有者数 ４名

新株予約権の数 67個
目的となる株式数 6,700株
保有者数 ２名

監査役 － － －

（注）１．新株予約権の払込金額は、当社に対する報酬債権をもって相殺し、金銭の払込は要しないものとする。
２．新株予約権の行使条件
⑴ 新株予約権者は、当社の取締役、子会社取締役、当社の監査役、子会社監査役、執行役員及び従業員のいずれの
地位も喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとす
る。

⑵ 新株予約権者は、上記⑴の規定にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会
社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議
が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当該承認日の翌日から30日間に限り、新株予約権を
行使できるものとする。
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⑶ 新株予約権者は、上記⑴の規定にかかわらず、新株予約権者が当社の子会社取締役、子会社監査役、子会社執行
役員又は子会社従業員であった場合で、当該会社が当社の子会社ではなくなった場合（組織再編行為や株式譲渡
による場合を含むがこれに限らない）は、当該会社が当社の子会社ではなくなった日の翌日から30日間に限り、
新株予約権を行使できるものとする。

⑷ 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が、新株予約権者の法定相続人のうちの１名（以下「相続承継人」と
いう）のみに帰属した場合に限り、相続承継人は次の各号の条件のもと、権利を譲り受け、新株予約権を行使す
ることができるものとする。ただし、刑法犯のうち、重大な事犯を行ったと認められる者は、相続承継人となる
ことができず、権利を行使できないものとする。
①相続承継人が死亡した場合、その相続人は新株予約権を相続することはできないものとする。
②相続承継人は、相続開始後10ヶ月以内かつ権利行使期間の最終日までに当社所定の相続手続を完了しなければ
ならないものとする。
③相続承継人は、上記「権利行使期間」所定の行使期間内で、かつ、当社所定の相続手続完了時から２ヶ月以内
に限り一括して新株予約権を行使することができるものとする。

３．保有者のうち取締役１名に付与している新株予約権は、取締役就任前に付与されたものであります。
４．監査役保有分は、新株予約権発行時に当社取締役の地位にあったときに付与されたものであります。

②当事業年度中に職務執行の対価として当社従業員等に対し交付した新株予約権の状況
当事業年度中に当社従業員に職務執行の対価として交付した新株予約権の内容の概要
は、①に記載の「2021年度株式報酬型新株予約権」のとおりであり、その区分合計は下記のとおりでありま
す。

新株予約権の個数 目的となる株式の種類及び数 交付者数

当社従業員 459個 普通株式45,900個 ８名

③その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
①業務の適正を確保するための体制の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保す

るための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
なお、当社は2006年５月10日開催の取締役会において、会社法第362条及び会社法施行規則第100条に基

づき、業務の適正を確保するための体制整備に向けた基本方針として「内部統制基本方針」を制定し、2015
年５月11日開催の取締役会にて一部改定いたしました。

［内部統制基本方針］
１．当社及びその子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」という）の取締役及び使用人の職務の執
行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
⑴ コンプライアンス体制にかかる規程を制定し、当社グループの取締役及び使用人が法令・定款及び行
動指針を遵守するためのハピネットグループ倫理綱領を定める。また、その徹底を図るため、倫理向上
委員会を設け、前者のコンプライアンスの取組みを横断的に統括することとし、同委員会を中心に当社
グループの取締役及び使用人の教育等を行う。
⑵ 取締役の職務執行の適法性を確保するための強力な牽制機能を期待し、当社の取締役に少なくとも２
名以上の当社と利害関係を有しない社外取締役が常時在籍するようにする。また、コンプライアンスの
重要な問題を審議し、当社の取締役会に答申するコンプライアンス委員会を設置する。社外役員を委員
とするとともに、重要な情報が委員会に報告されることを担保する。
⑶ 当社の内部監査室は、当社グループ全体のコンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期
的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。
⑷ 当社グループの使用人兼務取締役又は使用人が法令違反の疑義がある行為等を発見した場合、レポー
トライン又は匿名のコンプライアンス・ホットライン経由でコンプライアンス委員会又は外部顧問弁護
士に報告する体制とする。重大性に応じて、コンプライアンス委員会又は取締役会が再発防止策を策定
し、全社的にその内容を周知徹底する。
⑸ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、これら反社
会的勢力に対しては、関係機関と緊密に連携して、事由の如何を問わず、当社グループとして組織的に
毅然とした姿勢をもって対応する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社の代表取締役は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき当社グループ全体を統括

し、代表取締役が作成する文書管理規程に従い、職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体に記録し、
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保存する。当社の取締役及び監査役は文書管理規程により、常時、これらの文書を閲覧できるものとす
る。
文書管理規程については当社の監査役会の承認を得るものとする。

３．当社グループにおける損失の危険の管理に関する規程その他の体制
コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等にかかるリスクについて、それぞれの担

当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新
たに生じたリスクについては速やかに対応責任者となる取締役を定める。
組織横断的リスク状況の監視並びに当社グループ全体の対応は経営企画担当部門が行い、各部門所管

業務に付随するリスク管理は担当部門が行うこととする。
４．当社グループにおいて取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図る。
① 取締役及び使用人が共有する当社グループ全体の目標を定め、この浸透を図るとともに、この目標に
基づく３ないし５事業年度を期間とする中期経営計画を策定する。

② 取締役会は、中期経営計画を具体化するため、中期経営計画に基づき、毎期、当社グループの事業部
門毎の業績目標と予算を設定する。研究開発、設備投資、新規事業については、原則として、中期経営
計画の目標達成への貢献を基準に、その優先順位を決定する。同時に、当社グループの各事業部門への
効率的な人的資源の配分を行う。
③ 当社の業務執行取締役及び執行役員は、当社グループの各事業部門が実施すべき具体的な施策及び権
限分配を含めた効率的な業務遂行体制を決定する。
④ 月次の業績はＩＴを積極的に活用したシステムにより月次で迅速に管理会計としてデータ化し、当社
の業務執行取締役及び執行役員に報告する。
⑤ 当社の代表取締役は、毎月、この結果をレビューし、当社の業務執行取締役及び執行役員に、目標未
達の要因の分析、その要因を排除・低減する改善策を報告させ、必要に応じて目標を修正する。

⑥ ⑤の議論を踏まえ、当社の業務執行取締役及び執行役員は、当社グループの各事業部門が実施すべき
具体的な施策及び権限分配を含めた効率的な業務遂行体制を改善する。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
⑴ 当社は、当社グループにおける子会社を当社の一部署と位置付け、職務分掌、指揮命令系統、権限意
思決定その他の組織に関する基準を定め、当社グループ全体を網羅的・統括的に管理する。

⑵ 当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、当社にグループ全体の内部統制に関する担
当部署として内部監査室を設けるとともに、当社及びグループ各社間での内部統制に関する協議、情報
の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。
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⑶ 当社の内部監査室は、当社及びグループ各社の内部監査を実施し、必要に応じて内部統制の改善策の
指導、実施の支援・助言を行う。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
⑴ 当社の監査役より、その職務を補助すべき使用人の配置の求めがあった場合には、内部監査室に所属
する使用人がこれにあたり、監査役に係る業務を優先して従事するものとする。監査役会は、当該使用
人の人事異動について、事前に人事担当取締役より報告を受けるとともに、必要がある場合には、理由
を付して当該人事異動につき変更を人事担当取締役に申し入れることができるものとする。また、当該
使用人を懲戒に処する場合には、人事担当取締役はあらかじめ監査役会の承諾を得るものとする。
⑵ 当該使用人は当社の就業規則に従うが、監査役が指定する補助すべき期間中は、当該使用人への指揮
命令権は監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。
⑶ 内部監査室は、監査役会との協議により監査役の要望した事項の内部監査を実施し、その結果を監査
役会に報告する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制並びに報告をしたことを理由として不利な取り扱いを
受けないことを確保するための体制
⑴ 当社グループの取締役は、当社の監査役に対して、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を
及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容をす
みやかに報告する。報告の方法（報告者・報告受領者・報告時期等）については、取締役と監査役会と
の協議により決定するものとする。
⑵ 当社グループの取締役及び使用人は、当社の監査役に対して、当社グループに重大な損害を及ぼすお
それのある事実があることを発見したときは、直接報告を行うことができる。
⑶ 前２項により、当社の監査役へ報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をし
たことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役及び使用人に周
知徹底する。

８．監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に関わる方針
監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について

生ずる費用又は償還の処理については、当該監査役に職務に必要でないと認められた場合を除き、その
費用を負担する。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役会による各業務執行取締役及び重要な各使用人から個別ヒヤリングの機会を定期的に設けると

ともに、代表取締役、監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換を開催する。
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②業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
ⅰ．コンプライアンス

当社は、企業倫理・法令等を遵守徹底するため、「ハピネットグループ倫理綱領」を定めており、それ
らの浸透を図るため、倫理向上委員会が中心となり、社内イントラへの掲示、研修、リーフレットの配布
等を行いました。

ⅱ．内部監査
当社は、内部監査部門である内部監査室が内部監査計画に基づき、監査役と連携を図りながら、業務全

般について内部監査を実施しております。また、内部監査の状況につきましては取締役会において報告い
たしました。

ⅲ．内部通報制度
内部通報を行う適切な体制整備を行うために、「ハピネットグループ・コンプライアンス・プログラム」

を制定し、独立社外取締役のみで構成される「社外コンプライアンス委員会」が内部通報の窓口となり、
報告・相談に対応しております。また、情報提供者の秘匿と不利益取り扱いの禁止に関しましては、同プ
ログラムに定めております。

ⅳ．リスクマネジメント
当社は、組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応は経営企画担当部門が行い、各部門所管業務に

付随するリスク管理は担当部門が行うこととしております。新型コロナウイルス感染症の発生に際して
は、感染・濃厚接触者発生時のフローチャート作成や「従業員、またそのご家族の健康管理・健康観察を
徹底し、安全確保と感染拡大の防止を図るとともに、お取引先をはじめとする関係先の皆さまへの影響が
最小限となるよう、できる限りの体制で事業継続を図ること」を目的とし、引き続き感染拡大防止策を実
施いたしました。
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連結株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当期首残高 2,751 2,912 33,582 △1,873 37,373
会計方針の変更による累積的影響額 △15 △15
会計方針の変更を反映した当期首残高 2,751 2,912 33,567 △1,873 37,357
当期変動額
剰余金の配当 △1,104 △1,104
親会社株主に帰属する当期純利益 3,554 3,554
連結範囲の変動 △36 △36
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 40 62 103
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 － 40 2,414 62 2,517
当期末残高 2,751 2,953 35,981 △1,810 39,875

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 2,844 8 2,853 746 40,973
会計方針の変更による累積的影響額 △15
会計方針の変更を反映した当期首残高 2,844 8 2,853 746 40,958
当期変動額
剰余金の配当 △1,104
親会社株主に帰属する当期純利益 3,554
連結範囲の変動 △36
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 103
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 55 0 56 △37 18
当期変動額合計 55 0 56 △37 2,536
当期末残高 2,900 9 2,909 709 43,494
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てして表示しております。
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連 結 注 記 表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数 ７社
主要な連結子会社の名称
株式会社ハピネット・マーケティング
株式会社ハピネット・ホビーマーケティング
株式会社ハピネット・メディアマーケティング
株式会社ハピネットファントム・スタジオ
株式会社マックスゲームズ
株式会社ハピネット・ベンディングサービス
株式会社ハピネット・ロジスティクスサービス
2021年４月１日付で、当社の映像メーカー部門を当社非連結子会社の株式会社ハピネットファント
ム・スタジオへ会社分割により事業承継し、また、同日付で当社非連結子会社の株式会社ファントム・
フィルムを株式会社ハピネットファントム・スタジオへ吸収合併いたしました。これにより、株式会社
ハピネットファントム・スタジオの当社グループにおける重要性が増したため、当連結会計年度の期首
より同社を連結の範囲に含めております。

②主要な非連結子会社の名称等
ハピネット・ライブエモーション合同会社
ハピネット・ブレインエナジー合同会社

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模であり、売上高及び当期純損益（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書

類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

― 10 ―

2022年05月16日 20時25分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（2）持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した関連会社の数 １社
会社等の名称
株式会社ブロッコリー

②持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称
ハピネット・ライブエモーション合同会社
ハピネット・ブレインエナジー合同会社

（持分法を適用しない理由）
当期純損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
③持分法適用手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算
書類を使用しております。
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（3）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．棚卸資産 主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）
②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定率法
（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）、並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限
度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によって
おります。

ロ．無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。
ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち
当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当連結会計年度に見合う
支給見込額に基づき計上しております。

ニ．株式給付引当金 株式給付規程に基づく当社グループの従業員への当社株式の給付に備
えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき
計上しております。
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④その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における見込額に基づき、退職給付債務を退職給付に係る負債
として計上しております。
過去勤務費用及び数理計算上の差異は、その発生年度に全額を費用処
理しております。

ロ．重要なヘッジ会計の方法 （ヘッジ会計の方法）
繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約が付されてい
る外貨建金銭債務については振当処理を行っております。
（ヘッジ手段とヘッジ対象）
通貨関連
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建輸入予定取引
（ヘッジ方針）
外貨建取引の為替相場変動リスクを回避する目的で、デリバティブ取
引に関する内部規程に基づき、成約取引の範囲内でヘッジ取引を行う
こととし、投機目的の取引は行わない方針であります。
（ヘッジ有効性の評価方法）
ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と、ヘッジ手段のキャ
ッシュ・フローの累計を比較し、両者の変動額を基礎にしてヘッジ有
効性を評価しております。ただし、為替予約取引が将来の購入予定に
基づくものであり、実行の可能性が極めて高い場合には、有効性の判
定を省略しております。

ハ．収益及び費用の計上基準
① 商品の販売に係る収益認識
当社グループは、玩具事業・映像音楽事業・ビデオゲーム事業・アミューズメント事業における商品

の販売を主な事業としており、これらの商品を顧客に引き渡した時点で履行義務を充足していると判断
しております。通常は商品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しておりますが、国内の販売において
は、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時
に収益を認識しております。
② 返品権付き販売に係る収益認識
顧客へ引き渡した商品のうち、返品されると見込まれる商品についての収益は認識しておりません。
③ 代理人取引に係る収益認識
顧客への商品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引については、主に消化仕入販売が該

当し、顧客から受け取る対価の総額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま
す。
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④ 自社ポイント制度に係る収益認識
ハピネットオンライン会員に付与したハッピーポイントについては、重要な権利を顧客に提供すると

判断し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、
ポイントが使用された時点で収益を認識しております。
⑤ 顧客に支払う対価に係る収益認識
顧客に支払われる対価について、当該取引において対価性があるかを判断し、実質の値引きと判断さ

れる取引については、顧客から受け取る対価の総額から控除した純額で収益を認識しております。

（4）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の定額法により償却しております。
なお、重要性の乏しいものについては、発生時に全額償却しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
これにより、返品権付きの販売について、従来は「返品調整引当金」を計上しておりましたが、返品される
と見込まれる商品についての売上高及び売上原価相当額を認識しない方法に変更しており、「返金負債」を
「流動負債」の「その他」に、「返品資産」を「流動資産」の「その他」に含めて表示しております。
顧客への商品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来は顧客から受け取る対価の
総額で収益を認識しておりましたが、当該対価の総額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識す
る方法に変更しております。
自社ポイント制度による商品の販売時に顧客へ付与したポイントについては、従来は付与したポイントの利
用に備えるため、将来利用されると見込まれる額を「ポイント引当金」として計上しておりましたが、付与し
たポイントは顧客に対する履行義務として認識し、「契約負債」に計上する方法に変更しております。
顧客に支払われる対価について、従来は販売費及び一般管理費として計上しておりましたが、当該取引にお
いて対価性があるかを判断し、実質の値引きと判断される取引については、顧客から受け取る対価の総額から
控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年
度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、

当連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「その他」に
含まれている前受金は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は
763百万円減少し、売上原価は329百万円減少し、販売費及び一般管理費は424百万円減少し、営業利益、経
常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ９百万円減少しております。
当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益
剰余金の期首残高は15百万円減少しております。
１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等
が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響は
ありません。また、「６．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する
事項等の注記を行うことといたしました。

３．会計上の見積りに関する注記
当社の連結計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成されてお
ります。その作成には会計方針の選択・適用、資産・負債や収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見
積りを必要とします。これらの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結
果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

（1）棚卸資産の評価
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

棚卸資産(棚卸資産評価損計上後) 6,383百万円

売上原価に含まれる棚卸資産評価損の金額 846百万円

②その他見積の内容に関する理解に資する情報
当社グループにおける棚卸資産の評価基準及び評価方法につきましては、主として移動平均法による原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。販売不
振が見込まれる商材については、小売市場価格等を参考に販売可能な価格を予測して商品ごとの正味売却価
額を見積り、適切に簿価を切り下げております。また、販売が見込めないと判断した商材については処分見
込価額まで簿価を切り下げております。
当社グループは商材の特性を踏まえて下記の仮定を用いて正味売却価額の見積り又は処分見込価額までの

切り下げの判断を実施しております。主にキャラクター商材については小売市場の販売状況の実績とテレビ
番組の放映終了時期を見込んだ今後の販売予測等の仮定を用いております。また、その他の商材につきまし
ても過去の販売実績や在庫回転率に基づいた今後の販売予測等の仮定を用いております。
見積りは合理的であると考えておりますが、不確実な市場トレンドの変化及び経済条件の変動によって

は、翌連結会計年度の連結計算書類において、棚卸資産及び売上原価に含まれる棚卸資産評価損に重要な影
響を与える可能性があります。
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（2）繰延税金資産の回収可能性
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 1,646百万円

繰延税金負債 117百万円

法人税等調整額 △71百万円
連結貸借対照表には、同一納税主体間の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上しておりま
す。

②その他見積の内容に関する理解に資する情報
当社グループでは、回収可能性がないと判断される繰延税金資産に対して評価性引当額を設定し、適切な

繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性は各社で十分な課税所得を計上するか否かを
仮定として見積りを行っており、その評価には、実績情報とともに将来に関する情報が考慮されています。
当該計上額が適切なものであると判断しておりますが、将来の予測不能な事業上の前提条件の変化に伴う

各社の経営悪化により、繰延税金資産に対する評価性引当額を追加で設定する可能性があります。

（3）新型コロナウイルス感染症による影響
新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定について、現時点では収束時期等を合理的に予想する

ことは困難であり、当連結会計年度と同程度の影響が継続するとの仮定のもと繰延税金資産の回収可能性な
どの会計上の見積りを行っております。
なお、この仮定は不確実性が高く、今後、実際の推移が上述の仮定と乖離する場合には、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
（1）棚卸資産の内訳

商品 6,339百万円
貯蔵品 43百万円

計 6,383百万円

（2）担保に供している資産
現金及び預金 28百万円

計 28百万円
上記の資産は、買掛金18百万円の担保に供しております。

（3）有形固定資産の減価償却累計額
建物及び構築物 670百万円
機械装置及び運搬具 720百万円
工具、器具及び備品 1,029百万円

計 2,419百万円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 24,050,000株 －株 －株 24,050,000株

（2）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等
イ．2021年６月24日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 550百万円
・１株当たり配当金額 25円00銭
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月25日

（注）2021年６月24日開催の定時株主総会に基づき行った配当金の総額には、株式会社日本カストデ
ィ銀行(信託Ｅ口)が保有する自社の株式に対する配当金２百万円を含めております。
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ロ．2021年11月11日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 553百万円
・１株当たり配当金額 25円00銭
・基準日 2021年９月30日
・効力発生日 2021年12月６日

（注）2021年11月11日開催の取締役会に基づき行った配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀
行(信託Ｅ口)が保有する自社の株式に対する配当金３百万円を含めております。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2022年６月23日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 885百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 40円00銭
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月24日

（注）2022年６月23日開催の定時株主総会に基づき行う配当金の総額には、株式会社日本カストディ
銀行(信託Ｅ口)が保有する自社の株式に対する配当金５百万円を含めております。

（3）当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 621,900株
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に
よる方針であります。デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク回避を目的としており投機的な
取引は行わないものとしております。
②金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、電子記録債権、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式でありますが、市場価格の変動リスクに晒され

ております。
営業債務である支払手形及び買掛金、未払金、未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
デリバティブ取引は、商品の輸入取引に係る為替変動（円安）リスクを回避し、安定的な利益の確保を

図る目的で利用しております。
③金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、債権管理部門において取引先の状況を定
期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価

額により表わされております。
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建ての営業債務について、先物為替予約取引によるヘッジを行っております。
外貨準備取引規程に規定する手順により取引の実行及びモニタリングを行い、実需に伴う取引に限定
し、投機的な取引は行わない方針であります。また、資金調達については期間を最小限に抑える方針で
あります。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。
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④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
また、「（2）金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、

その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額（ 百 万 円 ）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

投資有価証券
①その他有価証券 6,040 6,040 －

②関連会社株式 3,051 3,151 99
資産計 9,091 9,191 99

デリバティブ取引（*2） 13 13 －

（*1）「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「未払金」「未払法
人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注1）有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
デリバティブ取引
・ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
該当するものはありません。
・ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
通貨関連

ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主な

ヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

原則的
処理方法

為替予約取引
米ドル受取・
円支払

外貨建輸入
予定取引 210 － 13
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（注2）市場価格のない株式等
連結貸借対照表
計上額（百万円）

非上場株式 70
関係会社出資金 40
これらについては、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
１年以内（百万円）

現金及び預金 23,358
受取手形 77
電子記録債権 4,326
売掛金 29,507
合計 57,269

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 6,040 － － 6,040

デリバティブ取引
通貨関連 － 13 － 13

資産計 6,040 13 － 6,053
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②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
子会社及び関連会社株式
関連会社株式 3,151 － － 3,151
資産計 3,151 － － 3,151

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定し、その時価をレベル２の時価に分類しておりま

す。
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７．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、玩具事業・映像音楽事業・ビデオゲーム事業・アミューズメント事業における商品の
販売を主な事業としており、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりです。

（単位：百万円）

玩具事業 映像音楽
事業

ビデオゲーム
事業

アミューズ
メント事業 計

顧客との契約から生じる収益 105,401 66,965 85,998 24,075 282,441
その他の収益 － － － － －
合計 105,401 66,965 85,998 24,075 282,441

（2）収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成のための基

本となる重要な事項に関する注記等 （3）会計方針に関する事項 ④その他連結計算書類作成のための基
本となる重要な事項 ハ． 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 34,300
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 33,911
契約負債（期首残高） 426
契約負債（期末残高） 569
契約負債は、主に商品の引き渡し前に顧客から受け取った前受金のほか、当社グループが付与したポイ

ントのうち、期末時点において履行義務を充足していない残高であります。契約負債は、収益の認識に伴
い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、426百万

円です。また、当連結会計年度において、契約負債が増加した主な理由は、商品の引き渡し前に顧客から
受け取った前受金です。
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②残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の金額及び

そのうち将来認識されると見込まれる金額は以下のとおりです。
（単位：百万円）
当連結会計年度

１年以内 569
１年超 －
合計 569

８．１株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 1,943円80銭
（2） １株当たり当期純利益 161円66銭
(注)１．株主資本において自己株式として計上されている株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)に残存する自

社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数の計算において控除する自己株式に含め
ております(当連結会計年度128,400株)。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計
算において控除する自己株式に含めております(当連結会計年度125,025株)。

２．「２．会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用しており
ます。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益はそれぞれ１円13銭、
42銭減少しております。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
記載金額は、百万円未満を切り捨てして表示しております。
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株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,751 2,775 136 2,912 235 11,500 14,426 26,162 △1,873 29,952
会計方針の変更による累積的影響額 0 0 0
会計方針の変更を反映した当期首残高 2,751 2,775 136 2,912 235 11,500 14,427 26,162 △1,873 29,953
当期変動額
剰余金の配当 △1,104 △1,104 △1,104
当期純利益 1,890 1,890 1,890
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 40 40 62 103
会社分割による減少 △403 △403 △403
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 - - 40 40 - - 382 382 62 485
当期末残高 2,751 2,775 177 2,953 235 11,500 14,810 26,545 △1,810 30,439

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 2,401 8 2,409 746 33,109
会計方針の変更による累積的影響額 0
会計方針の変更を反映した当期首残高 2,401 8 2,409 746 33,110
当期変動額
剰余金の配当 △1,104
当期純利益 1,890
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 103
会社分割による減少 △403
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 60 0 61 △37 23
当期変動額合計 60 0 61 △37 509
当期末残高 2,462 9 2,471 709 33,619
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てして表示しております。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券
イ．市場価格のない株式等以外
のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

ロ．市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
③ デリバティブ 時価法
④ 棚卸資産 主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法
（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）、並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限
度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によって
おります。

② 無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。
③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち
当事業年度の負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に備えて、当事業年度に見合う支給見込額
に基づき計上しております。
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④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。
過去勤務費用及び数理計算上の差異については発生年度に全額を費用
処理しております。

⑤ 株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当事
業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
① 商品の販売に係る収益認識
商品の販売に係る収益は、主に卸売による販売であり、商品を引き渡した時点で履行義務を充足している

と判断しております。通常は顧客に引き渡した時点で収益を認識しておりますが、国内の販売においては、
出荷時から当該商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認
識しております。

② 返品権付き販売に係る収益認識
顧客へ引き渡した商品のうち、返品されると見込まれる商品についての収益は認識しておりません。

③ 代理人取引に係る収益認識
顧客への商品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引については、主に消化仕入販売が該当

し、顧客から受け取る対価の総額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

④ 自社ポイント制度に係る収益認識
ハピネットオンライン会員に付与したハッピーポイントについては、重要な権利を顧客に提供すると判断

し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイント
が使用された時点で収益を認識しております。

⑤ 顧客に支払う対価に係る収益認識
顧客に支払われる対価について、当該取引において対価性があるかを判断し、実質の値引きと判断される

取引については、顧客から受け取る対価の総額から控除した純額で収益を認識しております。
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（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
重要なヘッジ会計の方法 （ヘッジ会計の方法）

繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約が付されてい
る外貨建金銭債務については振当処理を行っております。
（ヘッジ手段とヘッジ対象）
通貨関連
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建輸入予定取引
（ヘッジ方針）
外貨建取引の為替相場変動リスクを回避する目的で、デリバティブ取
引に関する内部規定に基づき、成約取引の範囲内でヘッジ取引を行う
こととし、投機目的の取引は行わない方針であります。
（ヘッジ有効性の評価方法）
ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と、ヘッジ手段のキャ
ッシュ・フローの累計を比較し、両者の変動額を基礎にしてヘッジ有
効性を評価しております。ただし、為替予約取引が将来の購入予定に
基づくものであり、実行の可能性が極めて高い場合には、有効性の判
定を省略しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
これにより、返品権付きの販売について、返品されると見込まれる商品についての売上高及び売上原価相当
額を認識しない方法に変更しており、「返金負債」を「流動負債」の「その他」に、「返品資産」を「流動資
産」の「その他」に含めて表示しております。
顧客への商品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来は顧客から受け取る対価の
総額で収益を認識しておりましたが、当該対価の総額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識す
る方法に変更しております。
自社ポイント制度による商品の販売時に顧客へ付与したポイントについては、従来は付与したポイントの利
用に備えるため、将来利用されると見込まれる額を「ポイント引当金」として計上しておりましたが、付与し
たポイントは顧客に対する履行義務として認識し、「契約負債」に計上する方法に変更しております。
顧客に支払われる対価について、従来は販売費及び一般管理費として計上しておりましたが、当該取引にお
いて対価性があるかを判断し、実質の値引きと判断される取引については、顧客から受け取る対価の総額から
控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首
の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契

約負債」として表示しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書において、売上高は176

百万円減少し、売上原価は８百万円減少し、販売費及び一般管理費は162百万円減少し、営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益はそれぞれ４百万円減少しております。
当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余
金の期首残高は０百万円増加しております。
１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

(時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会
計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありませ
ん。
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３．会計上の見積りに関する注記
当社の計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成されておりま

す。その作成には会計方針の選択・適用、資産・負債や収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積り
を必要とします。これらの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は
見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

（1）棚卸資産の評価
①当事業年度の計算書類に計上した金額
棚卸資産（棚卸資産評価損計上後） 1,883百万円
売上原価に含まれる棚卸資産評価損の金額 451百万円
②その他見積の内容に関する理解に資する情報
その他見積の内容に関する理解に資する情報については、連結注記表（会計上の見積りに関する注記）に
記載のとおりです。

（2）繰延税金資産の回収可能性
①当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 193百万円
法人税等調整額 △21百万円
貸借対照表には、繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上しております。
②その他見積の内容に関する理解に資する情報
その他見積の内容に関する理解に資する情報については、連結注記表（会計上の見積りに関する注記）に
記載のとおりです。

（3）新型コロナウイルス感染症による影響
新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定について、現時点では収束時期等を合理的に予想する
ことは困難であり、当事業年度と同程度の影響が継続するとの仮定のもと繰延税金資産の回収可能性などの
会計上の見積りを行っております。
なお、この仮定は不確実性が高く、今後、実際の推移が上述の仮定と乖離する場合には、当社の経営成績
及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）棚卸資産の内訳

商品 1,880百万円
貯蔵品 3百万円

計 1,883百万円
（2）有形固定資産の減価償却累計額

建物 530百万円
構築物 14百万円
機械及び装置 679百万円
車両運搬具 25百万円
工具、器具及び備品 855百万円

計 2,105百万円
（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

① 金銭債権 8,347百万円
② 金銭債務 5,718百万円

（4）保証債務
連結子会社の仕入先からの仕入債務に対し、連帯保証を行っております。
株式会社ハピネット・メディアマーケティング 1,833百万円
株式会社マックスゲームズ 4,149百万円

５．損益計算書に関する注記
・関係会社との取引高
① 売上高 43,606百万円
② 仕入高 1,177百万円
③ その他の営業取引高 △759百万円
④ 営業取引以外の取引高 1,153百万円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
・自己株式の数に関する事項
株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,130,441株 26,642株 118,100株 2,038,983株
（注）１．当事業年度末の普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（J-ESOP）の信託財産として株式会社日本カストディ銀

行（信託Ｅ口）が保有する当社株式128,400株を含めております。
２．普通株式の自己株式の株式数の増加26,642株は、単元未満株式の買取りによる増加42株、株式会社日本カストディ銀行
（信託Ｅ口）による当社株式の取得による増加26,600株であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少118,100株は、ストック・オプションの行使による減少88,400株、株式会社日本カ
ストディ銀行（信託Ｅ口）への第三者割当による自己株式の処分による減少26,600株、株式会社日本カストディ銀行（信
託Ｅ口）からの給付による減少3,100株であります。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
商品評価損 147百万円
賞与引当金 31百万円
売上原価否認額 121百万円
退職給付引当金 518百万円
子会社株式評価損 433百万円
関係会社出資金評価損 65百万円
減損損失 10百万円
ストック・オプション否認額 195百万円
その他 522百万円
繰延税金資産小計 2,046百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △729百万円
評価性引当額小計 △729百万円
繰延税金資産合計 1,316百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,079百万円
繰延ヘッジ損益 △4百万円
その他 △38百万円
繰延税金負債合計 △1,122百万円
繰延税金資産の純額 193百万円
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８．関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社等

属性 会社等の名称
議決権等
の所有
（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容

取引
金額

（百万円）
科目

期末
残高

（百万円）

子会社 ㈱ハピネット・
マーケティング

所有直接
100.0%

商品の販売先
役員の兼任先

商品の販売
（注１） 26,670 売掛金 1,767

ＣＭＳ預り（注１） 1,498 関係会社預り金 1,257
利息の支払（注１） 7 未払利息 －
配当金の受取 1,100 － －

子会社 ㈱ハピネット・
ホビーマーケティング

所有直接
100.0% 商品の販売先

ＣＭＳ預り（注１） 825 関係会社預り金 958
利息の支払（注１） 3 未払利息 －

子会社 ㈱ハピネット・
メディアマーケティング

所有直接
100.0%

商品の販売先
債務保証先

ＣＭＳ預り（注１） 807 関係会社預り金 1,288
利息の支払（注１） 5 未払利息 －
債務保証（注２） 1,833 － －

子会社 ㈱ハピネット
ファントム・スタジオ

所有直接
100.0% 役員の兼任先

事業資金の貸付
（注１） 1,420 短期貸付金 1,785

利息の受取（注１） 6 未収利息 －

子会社 ㈱マックスゲームズ 所有直接
100.0%

商品の販売先
役員の兼任先
債務保証先

事業資金の貸付
（注１） 5,266 短期貸付金 1,660

利息の受取（注１） 22 未収利息 －
債務保証（注２） 4,149 － －

子会社 ㈱ハピネット・
ベンディングサービス

所有直接
100.0% 商品の販売先

商品の販売
（注１） 11,449 売掛金 2,104

ＣＭＳ預り（注１） 935 関係会社預り金 1,078
利息の支払（注１） 4 未払利息 －

（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等
（1) 商品の販売については、一般取引先の取引条件を勘案して販売しております。
（2) 事業資金の貸付利率については、市場金利等を勘案して決定しております。

取引金額は期中の平均残高を記載しております。
(3) ＣＭＳ預りについては、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、その利率については、市場

金利等を勘案して決定しております。
取引金額は期中の平均残高を記載しております。

２. 債務保証については、仕入先からの仕入債務に対し、無償で連帯保証を行っております。
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（2）兄弟会社等

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取 引 金 額

（ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
（ 百 万 円 ）

その他の関係
会社の子会社 ㈱バンダイ なし 商品の仕入先 商品の仕入

（注） 32,587 買掛金 6,089

その他の関係
会社の子会社

㈱BANDAI
SPIRITS なし 商品の仕入先 商品の仕入

（注） 27,869 買掛金 4,956

（注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
商品の仕入については、一般取引先と同様の取引条件で購入しております。

９．１株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 1,495円19銭
（2） １株当たり当期純利益 85円96銭
（注）１．株主資本において自己株式として計上されている株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に残存す

る自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数の計算において控除する自己株式
に含めております（当事業年度128,400株）。１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数にお
いて控除する自己株式に含めております（当事業年度125,025株）。

２．「２．会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用してお
ります。この結果、当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益はそれぞれ20銭、22
銭減少しております。

１０．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

１１．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

１２．その他の注記
記載金額は、百万円未満を切り捨てして表示しております。
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